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26

1,112

25

1,131
1,157

24

1,182

23

1,204

22

教育費
206億円

（＋17億円）

教育費
206億円

（＋17億円）
公債費
144億円

（△12億円）

公債費
144億円

（△12億円）

　
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳

入
が
１
９
５
９
億
円
で
、
市
税

の
増
収
や
国
庫
支
出
金
の
増
加

な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
べ

て
82
億
円
（
4.4
パ
ー
セ
ン
ト
）

増
加
し
、
歳
出
が
１
８
９
８
億

円
で
、
公
債
費
が
減
少
し
た
も

の
の
、
臨
時
福
祉
給
付
金
の
実

施
に
伴
う
扶
助
費
の
増
加
や
、

一
条
中
学
校
移
転
改
築
事
業
の

実
施
に
伴
う
普
通
建
設
事
業
費

の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度

と
比
べ
て
79
億
円
（
4.4
パ
ー
セ

ン
ト
）
増
加
し
、
歳
入
歳
出
と

も
に
過
去
最
大
の
決
算
額
と
な

り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
の
差

額
は
61
億
円
で
、
翌
年
度
に
繰

り
越
す
べ
き
財
源
（
翌
年
度
以

降
に
完
了
す
る
事
業
に
充
て
る

お
金
）
は
16
億
円
で
、
こ
れ
を

差
し
引
い
た
実
質
収
支
は
45
億

円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
経
常
収
支
比
率
は
、

市
税
の
増
収
や
公
債
費
の
減
少

な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
べ

て
向
上
し
、
90.4
パ
ー
セ
ン
ト
と

な
り
ま
し
た
。

　
市
債
は
、
道
路
や
学
校
な
ど

の
施
設
の
整
備
を
計
画
的
に
進

め
る
た
め
に
借
り
入
れ
る
も
の

で
す
。
整
備
さ
れ
た
道
路
や
施

設
は
、
次
の
世
代
の
人
に
も
利

用
さ
れ
る
た
め
、
そ
の
返
済
を

長
期
間
に
分
割
し
て
行
う
こ
と

に
よ
り
、
世
代
間
の
公
平
性
を

確
保
す
る
も
の
で
す
。

　
一
般
会
計
の
平
成
26
年
度
末

の
市
債
残
高
は
、
１
１
１
２
億

円
（
前
年
度
比
19
億
円
減
）、

◎用語解説　■自主財源　地方公共団体が自主的に収入できる市税、使用料・手数料、諸収入など。■依
存財源　地方公共団体が発行する市債や国・県の意思決定などに基づき交付される国庫支出金、県支出金
地方譲与税など。■義務的経費　生活保護など、支出が義務付けられ、任意に削減できない経費。■投資
的経費　道路建設など社会資本整備に要する経費。■経常収支比率　財政の弾力性を示す指標。市税など
の一般財源のうち、人件費、扶助費、公債費などに使われる一般財源の割合。

ま
た
、
市
民
一
人
当
た
り
の
市

債
残
高
は
、
21
万
4
０
０
０
円

（
前
年
度
比
4
０
０
０
円
減
）

と
な
り
ま
し
た
（
上
の
表
1
）。

　
基
金
は
、
将
来
の
市
債
の
返

済
や
、
公
共
施
設
の
整
備
な
ど

に
備
え
て
積
み
立
て
て
い
る
も

の
で
す
。

　
平
成
26
年
度
末
の
基
金
残
高

は
、
289
億
円
（
前
年
度
比
20
億

円
増
）、
市
民
一
人
当
た
り
の

基
金
残
高
は
、
5
万
６
０
０
０

円（
前
年
度
比
４
０
０
０
円
増
）

と
な
り
ま
し
た（
上
の
表
2
）。

　
市
で
は
、
将
来
の
歳
入
と
歳

出
の
見
通
し
か
ら
、
財
政
運
営

上
の
課
題
を
明
ら
か
に
し
、
財

政
の
健
全
性
と
安
定
性
を
確
保

す
る
た
め
に
、
今
後
５
年
間
を

見
通
し
た
中
期
財
政
計
画
を
毎

年
、
策
定
し
て
い
ま
す
。

　
今
年
7
月
に
策
定
し
た
計
画

に
つ
い
て
は
、
収
支
試
算
で
は
、

歳
入
は
、
市
税
収
入
が
緩
や
か

に
増
加
し
、
歳
出
は
、
少
子
化

対
策
や
高
齢
化
の
進
行
な
ど
に

よ
り
、
社
会
保
障
関
係
経
費
が

引
き
続
き
増
加
す
る
と
と
も
に
、

大
規
模
な
建
設
事
業
な
ど
の
投

資
的
経
費
が
増
加
す
る
こ
と
が

見
込
ま
れ
ま
す
。
こ
の
た
め
、

市
税
な
ど
の
収
納
対
策
の
強
化

や
行
財
政
改
革
を
図
る
と
と
も

に
、
市
債
や
基
金
を
計
画
的
に

活
用
し
、
今
後
の
ま
ち
づ
く
り

や
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上

に
的
確
に
対
応
し
て
い
く
も
の

と
し
ま
し
た（
上
の
表
3
）。

　
計
画
期
間
中
に
お
い
て
、
財

政
指
標
は
、
お
お
む
ね
目
標
の

範
囲
内
で
推
移
す
る
見
込
み
で

す
の
で
、
計
画
に
基
づ
き
、
健

全
な
財
政
運
営
に
努
め
て
い
き

ま
す
（
上
の
表
4
）。

問
財
政
課
☎（
632
）２
０
６
４

◎用語解説　■公債費負担比率　財政の健全性を示す指標。一般財源に占める公債費（市債の元利償還
金）の割合。
◎結い花こちょうの花の教室の展示　▽日時　10月23～25日、午前9時～午後5時。25日は午後3時まで
▽会場　旧篠原家住宅（今泉１丁目）▽内容　家元池坊の花とフラワーアレンジメントの共存。住宅に溶
け込む花の展示。問結い花こちょう花の教室☎（660）1955、旧篠原家住宅、☎（624）2200

一
般
会
計
は

過
去
最
大
の
決
算
額

基
金
（
貯
金
）
残
高
は

289
億
円

市
債（
借
入
金
）残
高
は

１
１
１
２
億
円

宇
都
宮
市
の

財 

政 

状 

況

宇
都
宮
市
の

財 

政 

状 

況

宇
都
宮
市
の

財 

政 

状 

況

中
期
財
政
計
画

　
平
成
26
年
度
の
市
の
決
算
が
ま
と
ま
り
ま
し
た
の
で
、お
知
ら

せ
し
ま
す
。

　
市
税
収
入
は
増
加
し
、公
債
費（
市
債
の
返
済
）は
減
少
し
ま
し

た
。ま
た
、市
債
残
高
の
減
少
、基
金（
貯
金
）残
高
の
増
加
に
よ
り
、

本
市
の
財
政
は
引
き
続
き
健
全
性
を
維
持
し
て
い
ま
す
。

平成26年度決算　一般会計

目的別 性質別
歳入 1,959億円（82億円増） 歳出 1,898億円（79億円増） 歳入－歳出＝61億円

（　）内は前年度比

土木費
221億円
（△1億円）

商工費
216億円

（＋11億円）

衛生費
136億円
（＋3億円）

総務費
207億円

（＋30億円）

民生費
674億円

（＋35億円）

土木費
221億円
（△1億円）

商工費
216億円

（＋11億円）

衛生費
136億円
（＋3億円）

総務費
207億円

（＋30億円）
国庫支出金
304億円

（＋10億円）

諸収入
227億円
（＋7億円）

市税
931億円

（＋38億円）

市債
111億円
（△4億円）

国庫支出金
304億円

（＋10億円）

諸収入
227億円
（＋7億円）

市税
931億円

（＋38億円）

市債
111億円
（△4億円）

貸付金
206億円
（＋7億円）

扶助費
462億円

（＋26億円）

普通建設事業費
206億円

（＋11億円）

物件費
231億円

（＋12億円）

補助費等
147億円
（＋5億円）

人件費
304億円
（＋2億円）

公債費
144億円

（△12億円）

貸付金
206億円
（＋7億円）

扶助費
462億円

（＋26億円）

普通建設事業費
206億円

（＋11億円）

物件費
231億円

（＋12億円）

補助費等
147億円
（＋5億円）

●市税
市民税や固定資産税、
軽自動車税など、皆さん
が納めた税金。
●諸収入
市の預金の利子や貸付
金の元利収入など。
●繰入金
52億円
（＋18億円）
●使用料・手数料
34億円
（0億円）
●繰越金
28億円
（＋9億円）
●その他の自主財源
30億円
（＋3億円）
●国庫支出金
特定の事業に対して国
から交付されるお金。
●県支出金
93億円
（＋4億円）
●地方交付税
55億円
（△11億円）
●地方譲与税
12億円
（△1億円）
●その他の依存財源
82億円
（＋10億円）

自
主
財
源
66
・
４
％

義
務
的
経
費
47
・
９
％

そ
の
他
の
経
費
41
・
０
％

投
資
的
経
費

11
・
１
％

依
存
財
源
33
・
６
％

●扶助費
生活保護や子どもの医
療費助成などの経費。

●人件費
議員や職員などにかか
る議員報酬や給与、退職
手当などの経費。

●普通建設事業費
道路・公園・河川・建物
などを整備する経費。

●災害復旧事業費
被災した施設を復旧する
ための経費。
5億円
（△8億円）
●物件費
施設の光熱水費やごみ収
集業務委託などの経費。
●繰出金
125億円
（＋9億円）

●維持補修費
20億円
（△1億円）

●その他
48億円
（＋29億円）

民生費
674億円

（＋35億円）

人件費
304億円
（＋2億円）

公債費
144億円

（△12億円）

●民生費
生活保護や高齢者、障
がい者、児童などの福祉
のための経費。

●土木費
道路・公園・河川などを
整備する経費。

●商工費
商工業の支援や観光イ
ベントなどの経費。

●教育費
小・中学校などの運営や
社会教育などの経費。

●公債費
市が借り入れているお金
を返済するための経費。

●総務費
地域振興や市役所の全
般的な事務などの経費。

●衛生費
各種検診やごみ処理な
どの経費。

●消防費
52億円
（0億円）

●農林水産業費
20億円
（＋5億円）

●その他
22億円
（△8億円）

目的別 性質別

市民 1人当たりの使いみち 平成26年度決算　会計別

合計　36万 4,987円
（一般会計）（　）内は前年度比

（＋14,219円）

※計算に使用した人口は、平成27年３月31日の
　51万9,904人です（住民基本台帳人口）。

衛生費
26,109円
（＋438円）

消防費
10,018円
（＋45円）農林水産業費

3,897円
（＋1,047円）

公債費
27,602円

（△2,463円）

災害復旧費
1,012円

（△1,415円）

扶助費
88,790円

（＋4,662円）

扶助費
88,790円

（＋4,662円）

繰出金
24,081円

（＋1,656円）維持補修費
3,813円
（△177円）

その他
9,285円

（＋5,589円）

その他
4,408円

（△1,641円）

補助費等
28,314円
（＋815円）

民生費
129,587円
（＋6,281円）

土木費
42,489円
（△366円）

商工費
41,564円

（＋2,108円）

公債費
27,604円

（△2,464円）

民生費
129,587円
（＋6,281円）

人件費
58,508円
（＋269円）

物件費
44,477円

（＋2,267円）

普通建設事業費
39,595円

（＋1,945円）
貸付金
39,509円

（＋1,071円）

人件費
58,508円
（＋269円）

土木費
42,489円
（△366円）

商工費
41,564円

（＋2,108円）

教育費
39,569円

（＋3,177円）

総務費
39,742円

（＋5,594円）
教育費
39,569円

（＋3,177円）
公債費
27,604円

（△2,464円）

総務費
39,742円

（＋5,594円）

物件費
44,477円

（＋2,267円）

普通建設事業費
39,595円

（＋1,945円）
貸付金
39,509円

（＋1,071円）

※資本的収支での不足額(△で表示)については、収益的収支での利益や積立金
　などで補いました。
※表示単位未満を四捨五入した関係で、合計額と合わない箇所があります。

区　分 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 平均伸び率

区　分 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 平均伸び率

（億円）

　歳

入

　歳

出

市税
その他
合計

消費的経費
投資的経費
合計

3中期財政計画の収支見通し（一般会計）

914
1,055
1,969

1,719
250
1,969

920
1,112
2,032

1,727
305
2,032

934
1,146
2,080

1,743
337
2,080

932
1,126
2,058

1,751
307
2,058

949
1,121
2,070

1,760
310
2,070

967
1,002
1,969

1,748
221
1,969

1.1%
△1.0%
0.0%

0.3%
△2.5%
0.0%

（％）4中期財政計画における財政指標の見通し

（年度）

（億円）

0

50

100

150

200

250

300

2基金残高の推移

24

250

41

82

127

41

82

127

23

239

116

4545

7878

116 140

86

43

269

140

86

43
25

財政調整基金
減債基金
公共施設等整備基金

26

140

75

74

289

140

75

74
（年度）

（億円）

0

1,200

1,100

1,000

1市債残高の推移（一般会計）

会　計　名
一般会計
国民健康保険

特
別
会
計

介護保険
母子父子寡婦福祉資金貸付事業
後期高齢者医療
生活排水処理事業
競輪
駐車場
都市開発資金事業
土地区画整理事業
育英事業
土地取得事業

特別会計合計
収益的収支

企
業
会
計

資本的収支
収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支

水道事業

下水道事業

中央卸売市場
事業

企業会計合計

歳　　　入
1,958億7,269万円
513億3,195万円
268億8,575万円
1億7,346万円
46億1,922万円
16億3,419万円
169億5,941万円
1億4,610万円
4億8,923万円
44億3,220万円
3億2,258万円
6億8,709万円

1,076億8,118万円
118億6,935万円
7億5,339万円

144億9,037万円
19億3,508万円
7億　724万円
4,728万円

298億　271万円

1,897億5,805万円
511億1,735万円
268億4,644万円
1億2,391万円
45億9,752万円
16億3,419万円
167億2,728万円
1億4,217万円
4億8,923万円
43億4,211万円
3億1,724万円
6億8,709万円

1,070億2,453万円
106億2,039万円
51億3,272万円
139億3,509万円
74億3,730万円
6億8,624万円
1億2,314万円

379億3,488万円

61億1,464万円
2億1,460万円
3,931万円
4,955万円
2,170万円

0万円
2億3,213万円

393万円
0万円

9,009万円
534万円
0万円

6億5,665万円
12億4,896万円
△43億7,933万円
5億5,528万円

△55億　222万円
2,100万円
△7,586万円

△81億3,217万円

歳　　　出 差　引　額

目　標
80％台
15％以内

経常収支比率
公債費負担比率

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32
93.1
14.4

90.8
14.0

90.4
12.8

89.0
13.3

89.9
13.0

90.4
13.5

89.9
13.6

90.6
13.8

88.7
13.5

22

232

116

4242

7474

116



1213

特 

集 

④

26

1,112

25

1,131
1,157

24

1,182

23

1,204

22

教育費
206億円

（＋17億円）

教育費
206億円

（＋17億円）
公債費
144億円

（△12億円）

公債費
144億円

（△12億円）

　
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳

入
が
１
９
５
９
億
円
で
、
市
税

の
増
収
や
国
庫
支
出
金
の
増
加

な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
べ

て
82
億
円
（
4.4
パ
ー
セ
ン
ト
）

増
加
し
、
歳
出
が
１
８
９
８
億

円
で
、
公
債
費
が
減
少
し
た
も

の
の
、
臨
時
福
祉
給
付
金
の
実

施
に
伴
う
扶
助
費
の
増
加
や
、

一
条
中
学
校
移
転
改
築
事
業
の

実
施
に
伴
う
普
通
建
設
事
業
費

の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度

と
比
べ
て
79
億
円
（
4.4
パ
ー
セ

ン
ト
）
増
加
し
、
歳
入
歳
出
と

も
に
過
去
最
大
の
決
算
額
と
な

り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
の
差

額
は
61
億
円
で
、
翌
年
度
に
繰

り
越
す
べ
き
財
源
（
翌
年
度
以

降
に
完
了
す
る
事
業
に
充
て
る

お
金
）
は
16
億
円
で
、
こ
れ
を

差
し
引
い
た
実
質
収
支
は
45
億

円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
経
常
収
支
比
率
は
、

市
税
の
増
収
や
公
債
費
の
減
少

な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
べ

て
向
上
し
、
90.4
パ
ー
セ
ン
ト
と

な
り
ま
し
た
。

　
市
債
は
、
道
路
や
学
校
な
ど

の
施
設
の
整
備
を
計
画
的
に
進

め
る
た
め
に
借
り
入
れ
る
も
の

で
す
。
整
備
さ
れ
た
道
路
や
施

設
は
、
次
の
世
代
の
人
に
も
利

用
さ
れ
る
た
め
、
そ
の
返
済
を

長
期
間
に
分
割
し
て
行
う
こ
と

に
よ
り
、
世
代
間
の
公
平
性
を

確
保
す
る
も
の
で
す
。

　
一
般
会
計
の
平
成
26
年
度
末

の
市
債
残
高
は
、
１
１
１
２
億

円
（
前
年
度
比
19
億
円
減
）、

◎用語解説　■自主財源　地方公共団体が自主的に収入できる市税、使用料・手数料、諸収入など。■依
存財源　地方公共団体が発行する市債や国・県の意思決定などに基づき交付される国庫支出金、県支出金
地方譲与税など。■義務的経費　生活保護など、支出が義務付けられ、任意に削減できない経費。■投資
的経費　道路建設など社会資本整備に要する経費。■経常収支比率　財政の弾力性を示す指標。市税など
の一般財源のうち、人件費、扶助費、公債費などに使われる一般財源の割合。

ま
た
、
市
民
一
人
当
た
り
の
市

債
残
高
は
、
21
万
4
０
０
０
円

（
前
年
度
比
4
０
０
０
円
減
）

と
な
り
ま
し
た
（
上
の
表
1
）。

　
基
金
は
、
将
来
の
市
債
の
返

済
や
、
公
共
施
設
の
整
備
な
ど

に
備
え
て
積
み
立
て
て
い
る
も

の
で
す
。

　
平
成
26
年
度
末
の
基
金
残
高

は
、
289
億
円
（
前
年
度
比
20
億

円
増
）、
市
民
一
人
当
た
り
の

基
金
残
高
は
、
5
万
６
０
０
０

円（
前
年
度
比
４
０
０
０
円
増
）

と
な
り
ま
し
た（
上
の
表
2
）。

　
市
で
は
、
将
来
の
歳
入
と
歳

出
の
見
通
し
か
ら
、
財
政
運
営

上
の
課
題
を
明
ら
か
に
し
、
財

政
の
健
全
性
と
安
定
性
を
確
保

す
る
た
め
に
、
今
後
５
年
間
を

見
通
し
た
中
期
財
政
計
画
を
毎

年
、
策
定
し
て
い
ま
す
。

　
今
年
7
月
に
策
定
し
た
計
画

に
つ
い
て
は
、
収
支
試
算
で
は
、

歳
入
は
、
市
税
収
入
が
緩
や
か

に
増
加
し
、
歳
出
は
、
少
子
化

対
策
や
高
齢
化
の
進
行
な
ど
に

よ
り
、
社
会
保
障
関
係
経
費
が

引
き
続
き
増
加
す
る
と
と
も
に
、

大
規
模
な
建
設
事
業
な
ど
の
投

資
的
経
費
が
増
加
す
る
こ
と
が

見
込
ま
れ
ま
す
。
こ
の
た
め
、

市
税
な
ど
の
収
納
対
策
の
強
化

や
行
財
政
改
革
を
図
る
と
と
も

に
、
市
債
や
基
金
を
計
画
的
に

活
用
し
、
今
後
の
ま
ち
づ
く
り

や
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上

に
的
確
に
対
応
し
て
い
く
も
の

と
し
ま
し
た（
上
の
表
3
）。

　
計
画
期
間
中
に
お
い
て
、
財

政
指
標
は
、
お
お
む
ね
目
標
の

範
囲
内
で
推
移
す
る
見
込
み
で

す
の
で
、
計
画
に
基
づ
き
、
健

全
な
財
政
運
営
に
努
め
て
い
き

ま
す
（
上
の
表
4
）。

問
財
政
課
☎（
632
）２
０
６
４

◎用語解説　■公債費負担比率　財政の健全性を示す指標。一般財源に占める公債費（市債の元利償還
金）の割合。
◎結い花こちょうの花の教室の展示　▽日時　10月23～25日、午前9時～午後5時。25日は午後3時まで
▽会場　旧篠原家住宅（今泉１丁目）▽内容　家元池坊の花とフラワーアレンジメントの共存。住宅に溶
け込む花の展示。問結い花こちょう花の教室☎（660）1955、旧篠原家住宅、☎（624）2200

一
般
会
計
は

過
去
最
大
の
決
算
額

基
金
（
貯
金
）
残
高
は

289
億
円

市
債（
借
入
金
）残
高
は

１
１
１
２
億
円

宇
都
宮
市
の

財 

政 

状 

況

宇
都
宮
市
の

財 

政 

状 

況

宇
都
宮
市
の

財 

政 

状 

況

中
期
財
政
計
画

　
平
成
26
年
度
の
市
の
決
算
が
ま
と
ま
り
ま
し
た
の
で
、お
知
ら

せ
し
ま
す
。

　
市
税
収
入
は
増
加
し
、公
債
費（
市
債
の
返
済
）は
減
少
し
ま
し

た
。ま
た
、市
債
残
高
の
減
少
、基
金（
貯
金
）残
高
の
増
加
に
よ
り
、

本
市
の
財
政
は
引
き
続
き
健
全
性
を
維
持
し
て
い
ま
す
。

平成26年度決算　一般会計

目的別 性質別
歳入 1,959億円（82億円増） 歳出 1,898億円（79億円増） 歳入－歳出＝61億円

（　）内は前年度比

土木費
221億円
（△1億円）

商工費
216億円

（＋11億円）

衛生費
136億円
（＋3億円）

総務費
207億円

（＋30億円）

民生費
674億円

（＋35億円）

土木費
221億円
（△1億円）

商工費
216億円

（＋11億円）

衛生費
136億円
（＋3億円）

総務費
207億円

（＋30億円）
国庫支出金
304億円

（＋10億円）

諸収入
227億円
（＋7億円）

市税
931億円

（＋38億円）

市債
111億円
（△4億円）

国庫支出金
304億円

（＋10億円）

諸収入
227億円
（＋7億円）

市税
931億円

（＋38億円）

市債
111億円
（△4億円）

貸付金
206億円
（＋7億円）

扶助費
462億円

（＋26億円）

普通建設事業費
206億円

（＋11億円）

物件費
231億円

（＋12億円）

補助費等
147億円
（＋5億円）

人件費
304億円
（＋2億円）

公債費
144億円

（△12億円）

貸付金
206億円
（＋7億円）

扶助費
462億円

（＋26億円）

普通建設事業費
206億円

（＋11億円）

物件費
231億円

（＋12億円）

補助費等
147億円
（＋5億円）

●市税
市民税や固定資産税、
軽自動車税など、皆さん
が納めた税金。
●諸収入
市の預金の利子や貸付
金の元利収入など。
●繰入金
52億円
（＋18億円）
●使用料・手数料
34億円
（0億円）
●繰越金
28億円
（＋9億円）
●その他の自主財源
30億円
（＋3億円）
●国庫支出金
特定の事業に対して国
から交付されるお金。
●県支出金
93億円
（＋4億円）
●地方交付税
55億円
（△11億円）
●地方譲与税
12億円
（△1億円）
●その他の依存財源
82億円
（＋10億円）

自
主
財
源
66
・
４
％

義
務
的
経
費
47
・
９
％

そ
の
他
の
経
費
41
・
０
％

投
資
的
経
費

11
・
１
％

依
存
財
源
33
・
６
％

●扶助費
生活保護や子どもの医
療費助成などの経費。

●人件費
議員や職員などにかか
る議員報酬や給与、退職
手当などの経費。

●普通建設事業費
道路・公園・河川・建物
などを整備する経費。

●災害復旧事業費
被災した施設を復旧する
ための経費。
5億円
（△8億円）
●物件費
施設の光熱水費やごみ収
集業務委託などの経費。
●繰出金
125億円
（＋9億円）

●維持補修費
20億円
（△1億円）

●その他
48億円
（＋29億円）

民生費
674億円

（＋35億円）

人件費
304億円
（＋2億円）

公債費
144億円

（△12億円）

●民生費
生活保護や高齢者、障
がい者、児童などの福祉
のための経費。

●土木費
道路・公園・河川などを
整備する経費。

●商工費
商工業の支援や観光イ
ベントなどの経費。

●教育費
小・中学校などの運営や
社会教育などの経費。

●公債費
市が借り入れているお金
を返済するための経費。

●総務費
地域振興や市役所の全
般的な事務などの経費。

●衛生費
各種検診やごみ処理な
どの経費。

●消防費
52億円
（0億円）

●農林水産業費
20億円
（＋5億円）

●その他
22億円
（△8億円）

目的別 性質別

市民 1人当たりの使いみち 平成26年度決算　会計別

合計　36万 4,987円
（一般会計）（　）内は前年度比

（＋14,219円）

※計算に使用した人口は、平成27年３月31日の
　51万9,904人です（住民基本台帳人口）。

衛生費
26,109円
（＋438円）

消防費
10,018円
（＋45円）農林水産業費

3,897円
（＋1,047円）

公債費
27,602円

（△2,463円）

災害復旧費
1,012円

（△1,415円）

扶助費
88,790円

（＋4,662円）

扶助費
88,790円

（＋4,662円）

繰出金
24,081円

（＋1,656円）維持補修費
3,813円
（△177円）

その他
9,285円

（＋5,589円）

その他
4,408円

（△1,641円）

補助費等
28,314円
（＋815円）

民生費
129,587円
（＋6,281円）

土木費
42,489円
（△366円）

商工費
41,564円

（＋2,108円）

公債費
27,604円

（△2,464円）

民生費
129,587円
（＋6,281円）

人件費
58,508円
（＋269円）

物件費
44,477円

（＋2,267円）

普通建設事業費
39,595円

（＋1,945円）
貸付金
39,509円

（＋1,071円）

人件費
58,508円
（＋269円）

土木費
42,489円
（△366円）

商工費
41,564円

（＋2,108円）

教育費
39,569円

（＋3,177円）

総務費
39,742円

（＋5,594円）
教育費
39,569円

（＋3,177円）
公債費
27,604円

（△2,464円）

総務費
39,742円

（＋5,594円）

物件費
44,477円

（＋2,267円）

普通建設事業費
39,595円

（＋1,945円）
貸付金
39,509円

（＋1,071円）

※資本的収支での不足額(△で表示)については、収益的収支での利益や積立金
　などで補いました。
※表示単位未満を四捨五入した関係で、合計額と合わない箇所があります。

区　分 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 平均伸び率

区　分 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 平均伸び率

（億円）

　歳

入

　歳

出

市税
その他
合計

消費的経費
投資的経費
合計

3中期財政計画の収支見通し（一般会計）

914
1,055
1,969

1,719
250
1,969

920
1,112
2,032

1,727
305
2,032

934
1,146
2,080

1,743
337
2,080

932
1,126
2,058

1,751
307
2,058

949
1,121
2,070

1,760
310
2,070

967
1,002
1,969

1,748
221
1,969

1.1%
△1.0%
0.0%

0.3%
△2.5%
0.0%

（％）4中期財政計画における財政指標の見通し

（年度）

（億円）

0

50

100

150

200

250

300

2基金残高の推移

24

250

41

82

127

41

82

127

23

239

116

4545

7878

116 140

86

43

269

140

86

43
25

財政調整基金
減債基金
公共施設等整備基金

26

140

75

74

289

140

75

74
（年度）

（億円）

0

1,200

1,100

1,000

1市債残高の推移（一般会計）

会　計　名
一般会計
国民健康保険

特
別
会
計

介護保険
母子父子寡婦福祉資金貸付事業
後期高齢者医療
生活排水処理事業
競輪
駐車場
都市開発資金事業
土地区画整理事業
育英事業
土地取得事業

特別会計合計
収益的収支

企
業
会
計

資本的収支
収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支

水道事業

下水道事業

中央卸売市場
事業

企業会計合計

歳　　　入
1,958億7,269万円
513億3,195万円
268億8,575万円
1億7,346万円
46億1,922万円
16億3,419万円
169億5,941万円
1億4,610万円
4億8,923万円
44億3,220万円
3億2,258万円
6億8,709万円

1,076億8,118万円
118億6,935万円
7億5,339万円

144億9,037万円
19億3,508万円
7億　724万円
4,728万円

298億　271万円

1,897億5,805万円
511億1,735万円
268億4,644万円
1億2,391万円
45億9,752万円
16億3,419万円
167億2,728万円
1億4,217万円
4億8,923万円
43億4,211万円
3億1,724万円
6億8,709万円

1,070億2,453万円
106億2,039万円
51億3,272万円
139億3,509万円
74億3,730万円
6億8,624万円
1億2,314万円

379億3,488万円

61億1,464万円
2億1,460万円
3,931万円
4,955万円
2,170万円

0万円
2億3,213万円

393万円
0万円

9,009万円
534万円
0万円

6億5,665万円
12億4,896万円
△43億7,933万円
5億5,528万円

△55億　222万円
2,100万円
△7,586万円

△81億3,217万円

歳　　　出 差　引　額

目　標
80％台

15％以内
経常収支比率
公債費負担比率

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32
93.1
14.4

90.8
14.0

90.4
12.8

89.0
13.3

89.9
13.0

90.4
13.5

89.9
13.6

90.6
13.8

88.7
13.5

22

232

116

4242

7474

116


